
 2023年は介護業界にとって、厳しさを増す物価・光熱⽔費等の⾼騰、そして各産業で進む賃上げへの対
応と、それらをいかに乗り越えるかが問われた「令和６年度介護報酬改定」に向けた折衝の１年でした。
 私たち介護⼈材政策研究会（介⼈研）としても年間を通じ、まさにそうした渦のど真ん中で活動を展開し
てまいりました。▽年初から再々に渡り、厚⽣労働省⽼健局（前・⼤⻄証史局⻑、現・間隆⼀郎局⻑ほか）
との意⾒交換を⾏いながら、▽1,277施設・事業所に対して「物価・光熱⽔費等の⾼騰による介護施設・事
業所への影響調査」を３団体合同で実施、著しい経営圧迫の実態を明らかにした上で、▽厚⽣労働省記者ク
ラブにて記者会⾒を⾏い、NHKニュースをはじめ多数のメディアで報じられる等、世論を喚起したことを
⽪切りに、▽エビデンスデータをもとにした社会保障審議会・介護給付費分科会（団体ヒアリング）や各媒
体での発信、▽「⾃由⺠主党・介護福祉議員連盟」（⿇⽣太郎会⻑、⼤家敏志事務局⻑）、「地域の介護と
福祉を考える参議院議員の会」（末松信介会⻑、⼤家敏志事務局⻑）との強固な連携による政府・与党（鈴
⽊俊⼀財務⼤⾂、武⾒敬三厚⽣労働⼤⾂、萩⽣⽥光⼀⾃由⺠主党政務調査会⻑（当時）ほか）への要望活動
等、積極的かつ実効性の⾼いアクションを重ねてきた結果、臨時のものを除けば制度創設以来２番⽬に⾼い
改定率（＋1.59％（＋2.04％相当））を引き出せたことは、⼤きな成果であると感じています。お⼒添えを
賜りました皆さまには、⼼から感謝申しあげます。
 しかし、依然として介護分野に⼭積する課題を踏まえれば、これも決して⼗分なものとは⾔えません。さ
らなる施策が講じられるよう引き続き関係各所へ働きかけていくとともに、これまで取り組んできた▽財務
省や厚⽣労働省とのダイレクトな協議の場（介護⼈材政策アクチュアル・ミーティングほか）、▽先進的な
事例や有⽤な事業について情報共有する場（会員勉強会ほか）、▽優れた介護⼈材を育成する場（KAIGO
アンバサダー育成研修会）等を⼀層充実させることを通じて、強靭な経営基盤（組織）を構築するための
「情報と機会」を、皆さまへお届けしていかなければならないと痛感しています。
 2024年は社会保障全般において、2040年という新たな時間軸をメルクマールとした政策が本格的に動き
はじめる重要な節⽬になります。また、新年早々の能登半島地震で改めて浮き彫りになった福祉基盤として
の介護の役割と使命についても、不安定なこの時代にこそ、なお強く問われていくことでしょう。私たち介
⼈研は、介護⼈材課題の解消という⼤きなテーマに「真正⾯から、率直に向き合う」ことを通じてそれら諸
課題に答え、この国の未来を切り拓く⼀助となってまいる所存です。
 皆さまにおかれましては、どうか⼀層のご指導・ご鞭撻を賜りますよう、切にお願い
申しあげます。
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ホームページ：https://kaijinken.or.jp/

一般社団法人介護人材政策研究会



　　　物価高騰等を踏まえた大幅な基本報酬の引き上げ ○

　　　処遇改善関連加算の一本化と人材確保・定着等に係る上位区分の創設 ◎

　　　介護DXの推進〜効果の明らかなものに関する導入支援とさらなる活用の推進 ◎

　　　介護福祉士に認められる医療行為の範囲拡大によるタスクシフトの推進を通じた看護師の　
　　　負担軽減とさらなる評価 ✕

　　　経営規模拡大または連携の推進に係るインセンティブの付与 △

　　　「2040年」に向けた関連加算の強化・拡充

　　　特別養護老人ホームでの看取り介護加算を拡充すべきであること △

　　　介護老人保健施設やショートステイ等での看取りを行いやすい環境整備 ◎

　　　通所介護における「認知症加算」等の算定推進 〇

　　　訪問介護における看取りの評価 ◎

　　　基準費用額の見直し 〇

令和６年度介護報酬改定等に係る介人研の成果（要望の成否）

プラス改定等に向けた介人研のアクション（ハイライト）

2023.9.27
介護給付費分科会ヒアリング

令和６年度介護報酬改定に向けて（要望）
〜第225回社会保障審議会・介護給付費分科会（R5.9.27）での意見陳述事項〜

介護報酬の大幅プラスを
政府与党へ要望

セミナー等を通じた情報
とアイデアの共有

厚労省記者クラブにて物
価高の影響を訴え

財務省や厚労省へダイレ
クトに声を届ける

介護給付費分科会へ、
介護の前進を提案

2023.11.2 介護報酬改定
“徹底攻略”セミナー

※その他、▽介護職員処遇改善支援補助金（月額６千円の賃上げ）の創設や、物価高対策のための▽地方創生臨
　時交付金の増額・強化、▽地方創生臨時交付金の補助額の例示、そして▽地域医療介護総合確保基金における
　関連事業の拡充等についても、介人研の要望が大きく反映されました。

2023.11.30 
武見敬三厚生労働大臣に面会

2023.4.12
物価高騰の影響に関する記者会見

2023.3.13　介護人材政策
アクチュアル・ミーティング

※その他、介護人材課題の解消に　
　向けて、会員勉強会やリーダー
　人材の育成事業等、様々な取り
　組みを進めています。

＼\詳細はホームページ、SNSでcheck/／

介護人材政策研究会　or　介人研
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